
4．実務経験証明書の作成について�
　新規受検申込者は、受検資格証明にあたって、Ｐ17〜22の記入例に従い、 票と 票を作成してください。
特に 票は、受検資格を満たす実務経験を有することを、勤務先の代表者が証明するための最も重要な書類
です。
　実務経験証明書の証明欄、実務経験、実務経験証明にあたってのチェックリストを適正に作成し、よく確認
のうえ、正しい内容にて証明する必要があります。
　 票実務経験証明書において、適正な受検資格が認められない場合は受検できません。
　誤記入防止のため、鉛筆で下書きを行ってから黒色ボールペンで清書することをお勧めします。消せるボー
ルペンは使用しないでください。

実務経験の証明が必要な受検資格の方が、実務経験証明書が無記載の受検申請書を提出した場合は、
受検申請を無効とします。

（1）建築施工管理に関する実務経験欄の作成
Ｐ19～22記入例を参照し作成してください。申込後の訂正・再提出は一切できません。
①�勤務先ごとに記入してください。転職等による勤務先変更、部署や従事した立場が変わった場合は改行し
てください。（現場ごとに改行する必要はありません）

②�①で記入した勤務先の在職期間を記入してください。
③�②で記入した在職期間の内、受検種目・種別に関するご自身の実務経験の内容及び実務経験年数の合計
を記入してください。※注 1,2参照（今までの全ての実務経験を記入する必要はありません。受検資格を満
たす年数が記載してあれば結構です。）

受検票等
送付先

振 替 払 込 受 付 証 明 書（ お 客 さ ま 用 ）貼 付 欄

点線内に受検手数料５，４００円の振替払込受付証明書
を全面のりづけしてください。
〈コピー不可〉
《注意》
この受検手数料は第二次検定のみの金額のため、第一次・
第二次検定（同日受検）はこの用紙は使用できません。（

上
）

（
下
）

令和5年度２級建築施工管理技術検定受検申請書

令和5年度２級技術検定実務経験証明書

整
理
No.

履 歴 票

〒（　　　　ー　　　　）
1 現住所

2 勤務先

3 その他

受検票等送付先の番号を左記から選んで必ず記入してください。（3 その他 を選んだ場合は、下欄に送付先を記入してください。）

左欄1・2以外の住所に受検票等を送付希望の方は、この欄に送付先を記入。現場の場合は事務所名等も記入。（日本国内に限る）

合格番号等

資
　
格

検定区分資格

一級建築士

技 能 士
1級

2級

令和2年度までの 　　　　　　　　
２級建築施工管理技術検定学科試験
(学科試験のみ受検申込による学科合格者)

令和3年度以降の　　　　　　　　
２級建築施工管理技術検定第一次検定

(2級建築施工管理技士補)

合格年月日

検定職種の名称受検資格に関係する資格 合格年月日

年　　   月　　　日H R

年　　   月　　　日R

年　　   月　　　日S H R

年　　   月　　　日S H R

年　　   月　　　日S H R

標記の検定について、関係書類を添付して受検申請を行います。

A 票 B 票

２
現
在
の
勤
務
先

１
現
在
の
居
住
地

受　検
希望地

〒 ーフリガナ

現住所

都･道
府･県

TEL［自宅］ （　　　　　） TEL［携帯］ （　　　　　）

氏
　
名

氏名
氏 名

フリガナ

通称名
氏 名

フリガナ

（外国籍の方）

札

　幌

青

　森

仙

　台

東

　京

新

　潟

金

　沢

名
古
屋

大

　阪

広

　島

高

　松

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
福

　岡

11
鹿
児
島

12
沖

　縄

13

フリガナ

〒 ー

勤務先
名称

勤務先
所在地

勤務先
種別コード

都･道
府･県

TEL （　　　　　） FAX （　　　　　）

フリガナ

部署名

左記の勤務先種別コード
を記入してください。

住民票
コード

性　別
生年
月日

年
昭和
平成

男
女

月 日
1
２

1
２

本　籍 本　籍
コード

都･道
府･県

学部・学科名 在学期間（在学年数）

在学年数

年 ヶ月

年　 　月

年　 　月
〜

入学

在学年数

年 ヶ月

年　 　月

年　 　月
〜

入学

最終学歴及び
その1つ前の
学歴

学　歴 学校名

最

　終

一
つ
前

H R

H R

卒業

修了

H R

H

S

S

S

S R

卒業

修了

写　真

令
和
　
年
　
月
　
日
撮
影

（満　　才）

01. 中央官庁（出先機関を含む）
02. 都道府県
03. 市町村

04. 公団・公社・事業団等
05. 建設業（建築一式）
06. 建設業（躯体）

07. 建設業（仕上げ）
08. 建設業（その他）
09. 建築士事務所・建設コンサルタント

10. その他（　　　　　　　　　　　）

5

1

2

3

4

本年8月1日～11月11日の間の予定の実務経験記入欄（7月末までで受検資格を満たす場合は記入不要）

勤務先名称 部署 従事した立場

〜

工事
種別

工事
内容

勤務先所在地

証
　
明
　
者

建
築
施
工
管
理
に
関
す
る
実
務
経
験

予
定
の
実
務

①会社又は事業所名、②所在地、③証明者役職名、④証明者氏名の記載が必要です。

（　　年　　月～　　年　　月） （　　年　　ヶ月）
在職期間中の受検種目に関する実務経験年数

6

令和5年７月末までの建築工事に関する実務経験年数（ 　　～　　 ）の合計年数を記入1 4

勤務先名称

勤務先所在地

勤務先名称

勤務先所在地

勤務先名称

勤務先所在地

勤務先名称

勤務先所在地

工事
種別

工事
内容

工事
種別

工事
内容

工事
種別

工事
内容

工事
種別

工事
内容

勤務先名称・所在地
（※工事名ではありません） 所属部署（部課名）

主な工事種別・工事内容 主な従事した立場
在職期間中の受検種目に関する実務経験の内容

R5年　　　　月

R5年　　　　月
ヶ月

合
計

年　　 　ヶ月

年　　　 ヶ月

年　　 　ヶ月

年　　　 ヶ月

年　　 　ヶ月

〜

年　　　月

年　　　月

〜

年　　　月

年　　　月

〜

年　　　月

年　　　月

〜

年　　　月

年　　　月

年  　 月  　日受検申請者

現住所

氏名 生年月日
S
H

本籍 証明者との関係
都・道
府・県

会社又は事業所名

所　　在　　地

役　　職　　名

氏　　　　　名

国土交通大臣指定試験機関
一般財団法人建設業振興基金 理事長 殿

証明日：令和　　　年　 　 月　  　日

新
規
受
検

再
受
検

１
平成15年度以降に2級建築施工管理技術検定の同じ種別・区分を受検し、今回再受検の方は下欄を記入

（受検年度・受検番号がわからない場合は下記「不明」欄を○で囲ってください）

過去受検年度 H ・ R　　　　年度 過去受検番号 不明
２

第二次検定のみ申込専用 第二次検定のみ申込専用

本 籍 コ ード

01 北海道
02 青森県
03 岩手県
04 宮城県　
05 秋田県
06 山形県　
07 福島県
08 茨城県
09 栃木県
10 群馬県
11 埼玉県
12 千葉県
13 東京都
14 神奈川県
15 新潟県
16 富山県
17 石川県

18 福井県
19 山梨県
20 長野県
21 岐阜県
22 静岡県
23 愛知県
24 三重県
25 滋賀県
26 京都府
27 大阪府
28 兵庫県
29 奈良県
30 和歌山県
31 鳥取県
32 島根県
33 岡山県
34 広島県

35 山口県
36 徳島県
37 香川県
38 愛媛県
39 高知県
40 福岡県
41 佐賀県
42 長崎県
43 熊本県
44 大分県
45 宮崎県
46 鹿児島県
47 沖縄県
48 韓国
49 朝鮮
50 中国
52 その他

過去の受検票等を裏面の貼付欄に必ず貼付してください。

切り取らないでください

切り取らないでください

顔写真は合格証明書に印刷されます。

住民票コード(11桁)を記入した場合は、住民票の提出は不要です。マイナンバー（12桁）は無効です。
外国籍の方は、住民票コードでは国籍が確認できないため、国籍名の記載がある住民票を必ず提出してください。

受
検
種
別 1 建築 2 躯体 3 仕上げ

実務経験と対応した受検種別を確認し、下欄の申込
する受検種別番号に○印をしてください

この申請書は【第二次検定のみ】への申込専用です。【第一次検定のみ】または【第一次・第二次検定（同日受検）】への申込には使えません。

1建士
審査担当者記入欄〈申込者は記入しないでください〉

1

一次合格

1

学科試験合格番号

ー 学校
コード

卒業
年月

学科合格時の学歴

H

S

2

1

1級技能士

技能士

1 ２級技能士 2 月

月

日２級合格日 年

年

H
S
2

R 3

1

実務合計
ヶ
月年 見

込 1

立場 訓練 実務充当工事種別
ヶ
月年1

振替払込受付証明書に郵便局の受付日附印がないものは受付できません。
※ATMでお支払いの場合はご利用明細票の原本を貼付してください。

令和　　　年　　　月　　　日

審査担当者記入欄
〈申込者は記入しないでください〉

年 月

年 月在学年数

学  校
コード

学  科
コード

最
終

H
S
2

R 3

1

年 月

学  校
コード

学  科
コード

一
つ
前

H
S
2

R 3

1

S
H
R

S
H
R

S
H
R

S
H
R

S
H
R

S
H
R

S
H
R

S
H
R

フチなしのパスポート用証明写真を貼付してください。サイズ（縦4.5㎝×横3.5㎝）が
合わない写真、背景のある写真、不鮮明な写真、顔が小さい写真などはすべて受付できません。

受検申請者の下記の実務経験内容は、裏面チェックリストにより適正
に記載されていることを確認し、下記のとおりであることを証明します。

注意事項 この証明事項に事実と相違がある場合は、合格及び受検実績が取り消される場合があります。

事実と異なる実務経験証明を行い、不正合格者を技術者としている場合、建設業法に基づき処分・告発の対象となり得ます。

令和5年度2級建築施工管理技術検定　第二次検定のみ受検

受検申込の注意点
　（１）再受検申込について

　平成15年度から昨年度までに２級建築施工管理技術検定の同じ受検種別（建築・躯体・仕上げ）の同じ

検定区分（実地試験のみまたは第二次検定のみ）を受検した方が対象です。

再受検の方は、裏面に過去の受検票等を貼付してください。
受検票等が無い場合は、裏面を読んで「受検証明書」発行申請をしてください。

※次にあげる受検実績は再受検申込の適用対象外となるため新規受検申込の手続きが必要です。

・１級建築施工管理技術検定の受検

・他種目（土木、電気工事、管工事、造園、電気通信、建設機械）の技術検定の受検

・過去の受検実績が今回申込を行う受検種別や検定区分と一致しない場合

・平成15年度において前年度学科合格者の資格で実地試験の受検

・受検申込後に辞退届を提出した場合

・建設業法施行令の規定に基づき受検禁止等の措置を受けた場合

　（２）住民票について

　住民票は、再受検申込者以外の新規受検申込者全員が提出する書類ですが、履歴票に住民票コード

（数字11桁）を記入した場合、住民票の提出は不要です。住民票を提出する場合は、住民票コードは記入

しないでください。

　外国籍の方は、住民票コードでは国籍が確認できないため、必ず国籍名の記載がある住民票を提出し

てください。

新規申込者：実務経験証明書作成の注意点
　受検資格として実務経験の証明が必要な受検申請者・証明者の方は、受検の手引Ｐ7「２．建築施工管理に関
する実務経験と対応する受検種別について」、Ｐ12「４．実務経験証明書の作成について」の内容をご理解のう
え、Ｂ票実務経験証明書を適正に作成、証明してください。
　※受検資格として実務経験の証明が必要な受検申請者が、Ｂ票実務経験証明書を無記載の状態で提出した

場合は、受検資格の有無を判定できないため受検申請を無効として取り扱います（受検できません）。

実務経験とは
　実務経験とは、[表Ⅰ]にあげる建築工事（建築基準法に基づく建築物等）の現場において、［表Ⅱ］の立場で従
事した施工に直接的に関わる技術上のすべての職務経験です。実務経験により受検できる受検種別（建築・躯
体・仕上げ）が異なりますので、[表Ⅰ]をご確認のうえ受検種別を正しく選択してください。受検申込後、受検種別
の変更はできません。よくご確認ください。

[表Ⅰ]建築施工管理に関する実務経験として認められる工事種別・工事内容と対応する受検種別
①建築一式工事（ゼネコン等）の実務経験

②建築工事のうち主要構造部分（躯体系サブコン等）に関する工事の実務経験

③建築工事のうち内外装（仕上げ系サブコン等）に関する工事の実務経験

[表Ⅱ]実務経験として認められる[表Ⅰ]の工事現場において「従事した立場」

ご自分が新規受検なのか、再受検なのかについて、受検の手引や
上記※印の項目をご確認のうえ正しくお申込みください。

工事種別 主な工事内容

■建築一式工事
■事務所ビル建築工事　■共同住宅建築工事　■一般住宅建築工事
■建築物解体工事（注）　等
（注）総合的な企画、指導、調整のもとに建築物を解体する工事

➡

工事種別 主な工事内容

■大工工事（躯体）　■型枠工事
■とび・土工・コンクリート工事
■鋼構造物工事　■鉄筋工事
■ブロック工事　■解体工事

■大工工事（躯体）　■型枠工事　■とび工事　■足場仮設工事
■建築物解体工事　■囲障工事　■（PC,RC,鋼）杭工事
■コンクリート工事　■地盤改良工事　■鉄骨工事
■屋外広告工事　■鉄筋加工組立工事　■ガス圧接工事
■コンクリートブロック積み工事　等

工事種別 主な工事内容
■造作工事
■左官工事
■石工事
■屋根工事
■タイル・レンガ工事
■板金工事
■ガラス工事
■塗装工事
■防水工事
■内装仕上工事
■建具工事
■熱絶縁工事

■造作工事　■レンガ積み工事　■ALCパネル工事
■サイディング工事　■左官工事　■モルタル工事　■吹き付け工事
■とぎ出し工事　■洗い出し工事　■石積み（張り）工事
■エクステリア工事　■屋根葺き工事　■建築板金工事
■ガラス加工取り付け工事　■塗装工事　■アスファルト防水工事
■モルタル防水工事　■シーリング工事　■塗膜防水工事
■シート防水工事　■注入防水工事　■インテリア工事
■天井仕上工事　■壁張り工事　■内部間仕切り壁工事
■床仕上工事　■畳工事　■ふすま工事　■家具工事　■防音工事
■金属製建具取付工事　■サッシ取付工事
■金属製カーテンウォール取付工事　■シャッター取付工事
■木製建具取付工事　■建築断熱工事　等

※上記工事種別による増改築等の工事も実務経験として認められます。

➡

➡

従事した立場 説　　明
受注者（請負人）の立場で施工を管理（工程管理、品質管理、安全管理等を含む）した経験（現場施工を含む）
設計者の立場での工事監理業務の経験
発注者側の立場で現場監督技術者等としての工事監理業務の経験

施工管理
設計監理
施工監督

受検種別

仕上げ

受検種別

躯体

受検種別

建築

注 1 注 2

1
2

3

注 1 �P7［表Ⅰ］からご自身の実務経験及び受検種別に該当する主な工事種別・工事内容を選び記入してく
ださい。

注 2 注 1でおこなった工事で従事した立場をP7［表Ⅱ］の中から選び記入してください。

（2） 票裏面：実務経験証明にあたってのチェックリストの作成
　受検申請者と実務経験の証明者は、 票「建築施工管理に関する実務経験」欄作成後、 票裏面にある「実
務経験証明にあたってのチェックリスト」により、記載内容の確認を行ってください。すべてのチェック項目
について間違いなく正しく記載してあることを確認し、確認済みの✓印を付してください。

　なお、『証明者チェック』は、証明者ご自身または証明者の代理たる立場の方が行ってください。証明者の代
理たる立場とは、受検申請者に対する人事権を有する立場に限ります。
　『証明者チェック』を行った方は、チェックリストの下にある記入欄へ、所属部署名、役職名、氏名、連絡先電
話番号を記入してください。証明者自身が行った場合、その代理たる立場の方が行った場合とも記入が必要で
す。

（3） 票：実務経験証明書の証明欄について

①証明について
　「建築施工管理に関する実務経験」欄を作成した後、記載した実務経験年数・内容等が正しいことを勤
務先の代表者に証明いただくものです。証明がない場合は、受検できません。
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　実務経験の証明者の方は、受検申込者の実務経験の内容、期間、年数の計算、他の種目・種別との重複
が無いか等、 票裏面にある『実務経験証明にあたってのチェックリスト』により記載内容を確認して
ください。実務経験証明書が適正な内容であることを確認し、証明を行ってください。
　証明者の方は、 票の証明者欄に
　　・�会社または事業所名
　　・�所在地
　　・�役職名
　　・�氏名
　　　　　　を記載してください。

　試験実施機関および国土交通省は、実務経験証明書に記載されている内容については、受検申請者の
勤務先代表者によって、事実に相違なきことが証明されたものとして取り扱います。
　また、実務経験証明書の内容について疑義が生じた場合は、試験実施機関または国土交通省から証明
者（またはその代理たる立場の方）に対して内容を照会させていただく場合があります。

注意事項 実務経験証明書の内容が事実と異なっていることが判明した場合は、受検申請者に対して、
建設業法の規定に基づく合格取り消しや一定期間の受検禁止などの処分が行われることが
あります。
また、事実と異なる実務経験の証明を行ったり、本来は受検資格を満たしていない合格者を
技術者として配置した場合等は、会社に対して、建設業法の規定に基づく処分が行われるこ
とがあります。証明者の方は、実務経験証明書の内容について慎重に確認を行ってください。

②証明者について
注 １　以前勤務していた会社等の実務経験も含め、現在の勤務先の代表者等の証明で結構です。
注 ２　現在失業中の場合は、実務経験証明書に記載した直近の勤務先で証明を受けてください。

・�民間の会社に勤務している場合
　�　証明者は、原則として代表取締役等の代表者となります。また、その代理たる立場の方として、受検
申請者に対して人事権を有する方（副社長、専務取締役、人事部長等）も認められます。派遣会社に所
属されている方は派遣元、出向中の方は出向元からの証明が必要です。

・�公共機関に勤務している場合
　�　証明者は、原則として市長等となります。また、その代理たる立場の方として、受検申請者の人事経
歴を証明できる権限を有する方も認められます。

・�受検申込者自身が代表者（経営者）である場合（以下に記載の確認書類の提出が必要です。）
　�　自己証明となりますので、証明者欄には、会社または事業所名、所在地、役職名、氏名（ご本人のお名
前）を記入してください。証明者との関係欄には、「本人」と記入してください。受検申込者自身が代表
者であることの確認資料として、会社の名称および代表者の氏名が確認できる「建設業許可通知書」
のコピーを添付書類として付け加えてください。
　�　建設業の許可を取得していない場合には、代わりとして「工事請負契約書」（代表の氏名および工事
名等が確認できるページ）のコピー、または「確定申告書B」（屋号または事業収入の確認ができる書
類）のコピーを添付してください。

※証明印の押印について
　　��　令和３年度の受検申請から、実務経験証明書における証明印としての会社印・役職印の押印が廃止さ

れました。

5．夜間部（第二部）または通信制の学校卒業者の実務経験年数について�
　夜間部（第二部）または通信制の学校の卒業を最終学歴とした場合は、在学中の実務を実務経験年数に加算
できません。
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